
1. はじめに

社会基盤施設の計画，設計では，被災損傷に伴う性能

劣化を構造物の社会的重要性と併せて診断し，補修・更

新による性能回復と共に，ライフサイクルコストを考慮

した維持管理の考え方が必要と言われている（多々納ら，

2005）．この維持管理の考え方を護岸被覆工の補修・更新

に関する意志決定問題へ導入するには，被覆工の累積損

傷に伴う消波性能劣化に関する評価ツールが必要となる．

著者ら（2006，2007）は，護岸前面における消波被覆

工の被災進行に伴う消波性能の変化に着目し，被覆工の

被災断面における反射率や越波量の変化について実験的

に検討を行ってきた．しかしながら，被覆工の断面変化

と反射率および越波量変化との因果関係において，被災

率という単一のパラメータだけでは明確な回帰式を見出

せるまでに至っていない．

本研究は，パラメータ間の因果関係の分析に有効なニ

ューラルネットワークを利用して，被覆材の被災に伴う

被覆層の断面変化における反射性能を客観的に判断でき

る支援ツールを提案するものである．具体的には，現場

サイドで容易に目視計測できる被覆材の被災個数や被災

領域，並びに設計条件等（例えば，堤体諸元や設計波浪

条件等）のデータを入力値とし，被覆工の損傷に伴う反

射率を出力値として評価する被覆層の断面変化における

反射性能に特化した消波性能評価システムを開発するも

のである．

2. 水理模型実験および数値波動水路実験

（1）水理模型実験

本研究では，数値波動水路CADMAS-SURF（財団法人

沿岸開発研究センター，2001）における抗力係数CD，慣

性力係数CMの各パラメータ値の設定に当たって，水理模

型実験における護岸前面の水位変動とその計算値の比較

より決定した．

本研究で対象とした模型護岸は，図-1に示す砕石を用

いた被覆層とコアの構造形式（a護岸）と，消波工全体が

消波ブロックの構造形式（b護岸）の2種類である．a護岸

の断面は，斜面勾配2:3，天端高15cm，天端幅10cmであ

る．砕石の寸法，質量等は，無作為抽出した200個の標本

から砕石の密度が2.58g/cm3，代表粒径dn50が2.52cm，ま

たコアに用いた砂利の中央質量は3.75gであった．被覆層

とコアの空隙率は，それぞれ0.387，0.368であった．一

方，b護岸の断面は，斜面勾配3：5，天端高13cm，天端

幅をブロック2個並びとした．消波ブロックには，縮尺

1/22.6のコンクリート製ブロック（質量：247g，体積：

112cm3，高さ：7.3cm）を採用し，空隙率は0.5であった．

これらの模型実験に用いた水槽は，反射波制御機能をも

つ2種類の2次元造波水槽（A水槽：長さ29.0×幅0.5×高

さ0.75m，B水槽：長さ30.0×幅0.8×高さ1.2m）である．

CADMAS-SURFにおけるパラメータ調整のため，A水槽

ではa護岸を，B水槽ではb護岸を対象にそれぞれ規則波

実験を実施した．また，本研究で開発する反射率の評価

システムの検証用データとして，b護岸を対象に不規則波

による消波ブロックの被災実験も併せて行った．
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規則波実験における実験条件については，水深0.35m

と一定とし，入射波高には被覆層の砕石の重量からハド

ソン式とVan der Meerの設計公式（被災率 s=2の場合）

により算定した安定限界波高を設定し，周期には1sから

2sまで 0.2s間隔で変化させた 6種類を採用した．なお，

安定限界波高の算定に際して，被覆層の透水性パラメー

タP，高波浪時の波の数Nには，便宜的にP=0.4，N=2000

（合田，1990）を採用した．一方，b護岸を対象とした不

規則波実験では，沖側水平床部水深を0.7mおよび堤体前

面部水深を 0.25mと一定とし，波浪スペクトルには

JONSWAP型を適用し，ピーク周期には 1.18s，1.71s，

2.25sの3種類，有義波高には対象の消波ブロックの重量

とハドソン公式より算定した安定限界波高とそれより5

割増しの波高の2種類を採用した．

（2）CADMAS-SURFのパラメータ調整

計算格子間隔は，A水槽およびB水槽共に，水平方向

に関して造波板から護岸法先までを2cm間隔，護岸法先

から護岸部分までを1cm間隔，鉛直方向に関して1cm間

隔に設定している．なお，造波モデルには，実験水槽と

同じピストンタイプを選択している．

ポーラスセルの設定には，被覆層とコアからなる堤体

の場合，①流体と被覆層が混在する場合，②流体と被覆

層およびコアが混在する場合，③流体とコアの場合，以

上の3パターンがある．特に，②のポーラスセルにおけ

る空隙率は，被覆層内の流体の割合とコアの流体の割合

より与えている．その際，被覆層とコアの空隙率は模型

実験と同じ値を適用した．差分スキームにはDONORス

キームを用い，スキームパラメータは予備計算より0.5

に設定した．なお，CADMAS-SURFに用意されている乱

流モデルは適用していない．

被覆層とコアの抗力係数CD，慣性力係数CMの値は，

従来の研究事例（財団法人沿岸開発研究センター，2001）

を参照に，水槽中央部の水平床における水位変動に関す

る計測結果と，表-1に示す5種類の予備計算結果の比較

により設定した．図-2は，a護岸を対象に水槽中央部の

水平床における水位変動（入射波高で無次元化した値）

に関して，計測結果と計算結果が比較的よく一致した結

果の一例を示したもので，この場合のCDとCMの値は

CASE1である．なお，周期は1.0sである．また，b護岸

の場合についても，a護岸と同様にCASE1のCDとCMの

値を適用することにより計測結果を再現できた．以上の

予備計算から，本研究では被覆層および消波ブロックの

CDに0.9，CMに1.5，またコアのCDに1.5，CMに2.0を設

定した．なお，ポーラスセルの内，先の②流体と被覆層

およびコアが混在する場合のCDとCMについては，セル

に占める被覆層の割合とコアの割合に基づいてそれぞれ

の値を設定した．

3. 被覆層の累積損傷と反射率の関係

（1）数値実験における被覆層の累積損傷モデル

消波ブロック被覆堤の被災形態は，久保田ら（2009）

の被災事例調査によると，消波工天端付近での被災，消

波工斜面での被災，および消波工天端と斜面の両方での

被災の3パターンに分類できる．本研究では，護岸被覆層

の累積損傷として，被覆層の斜面における被災進行と天

端低下の2種類を対象に以下のようなモデル化を行った．

まず，斜面における被災進行に伴う断面変化モデルに

関しては，太田ら（2006，2007，2009）の護岸被覆層の被

災実験結果より，図-3（a）に示すように被災が始まる位置

（図中，被災開始位置と表記）を固定し，侵食断面および

堆積断面を次式のように正弦曲線で表すことにした．

827護岸被覆工の累積損傷に伴う反射率の評価システムについて

図-1 模型護岸の断面形状

図-2 水位変動に関する実験結果と計算結果の比較

CASE1

CASE2

CASE3

CASE4

CASE5

CD

0.9

0.7

0.8

0.8

1.0

CM

1.5

1.3

1.2

1.4

1.4

CD

1.5

1.3

1.3

1.3

1.5

CM

2.0

1.8

2.0

1.8

1.8

被覆層
ケース

コア

表-1 予備計算で用いたCDとCMの値
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ここに，aは被災の深さ，lは被災幅，X軸は被覆層斜面

に沿った上向き方向，Z軸は被災開始位置を基点に被覆

層斜面に対して垂直方向としている．被災の深さ aは，

式（2）に示すように，X = 0（被災開始位置）からX = l

までの正弦曲線の面積と，被災率 s(=Ae/(dn50)
2)に対応し

た侵食面積Aeを一致させることにより求めている．

次に，累積損傷における被災幅の増長モデルについて

は，s=1の時に lは被覆材3個分とし，その後の被災率の

増加に伴って lは被覆材1個分ずつ堤体斜面に沿って天端

方向へ延長させた．ただし，侵食断面が堤体天端面に達

した場合，または堆積断面が堤体法先に達した場合は，

被災幅 lを固定し，設定された被災率に対応するように

被災の深さaを増加させた．なお，静水面から被災開始

位置までの距離δについては，3種類（δ / h = 0.33, 0.14,

0.0，h：水深）に変化させて数値計算を行った．

一方，図-3（b）に示す天端高の低下モデルに関しては，

消波ブロックの沈下のみを対象とし，天端の低下量bに

ついては与えられた被災率 sに該当する侵食面積Aeと天

端高の低下面積（図-3（b）の斜線部）が等しくなるよう

に設定した．

（2）被覆層の被災進行に伴う反射率の変化

被覆層の累積被災断面に対する反射率の数値実験で

は，波浪条件として規則波を対象とし，周期には1sから

2sまで0.2s間隔で変化させた6種類を使用した．各周期

における波高は，対象被覆材毎に算定した安定限界波高

を採用した．なお，反射率の解析に当たっては，造波し

た波が護岸で反射し，また戻った波が再度造波板で反射

した波が計測位置に到達するまでの時間を対象に，水位

変動の時系列データから入反射分離法を用いて行った．

まず本研究では，a護岸を対象に，被覆層斜面の被災

進行に伴う被覆層およびコアの透過層内における流体運

動に伴うエネルギーロスと，複合断面効果（椹木ら，

1985）について確認した．図-4は，δ / h = 0.3の場合につ

いて，同一被災断面における被覆層およびコアの両方を

不透過と透過にした場合の反射率KRの被災率変化を示し

たものである．被災率の増加に伴う反射率の変化傾向は，
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図-3 累積損傷モデル図

図-4 被覆層・コアの透過と不透過における反射率

図-5 被覆層斜面の累積損傷と反射率の関係



透過と不透過では波形勾配により大きく異なるが，各波

形勾配における変化傾向は，透過の場合と不透過の場合

で大差がない．この計算では，入射波として斜面上で砕

波しない条件に設定していることから，透過と不透過の

場合における反射率の差が被覆層とコアにおける流体運

動に伴うエネルギーロスによるものと推察できる．また，

波形勾配による反射率の変化傾向の違いは，図-3（a）に

示すように被覆層断面形状が被災進行に伴って複合断面

へ変遷することから，反射波源が堆積域と侵食域の2つ

にあらわれ，波形勾配がそれらの反射波の位相差に影響

を及ぼしたものと推察する．

図-5は，図-3（a）に示す a護岸の斜面被災について，

被災開始位置の違いにおける反射率と被災率の関係を示

した一例である．図-5（a）の被災開始位置が深い場合，

反射率は被覆層の被災進行に伴って増加傾向にある．一

方，図-5（b）の被災開始位置が浅い場合，波形勾配によ

っては減少傾向，または減少後増加する不規則な変化傾

向を示す．特に被災開始位置が浅い場合，被災進行に伴

って侵食域の後退と堆積域の前面へのせり出しが重複す

ることから斜面での水深が見かけ上浅くなる．その結果，

砕波形式の変化と複合断面における反射波源の位相差，

さらには被覆層の層厚の増減に伴う堤体透過層内におけ

るエネルギーロス等が影響し，反射率に対して波形勾配

による変化があらわれたものと推測される．

図-6は，図-3（b）に示すb護岸の天端低下を対象に，

反射率と被災率の関係を示したものである．被災率6以

下の場合，反射率には被災率による変化が認められない

が，被災率6以上では，被災率の増大に伴って波形勾配

毎に反射率が異なった変化を示す．そのため，被災率6

以上について堤体上の水位変動を可視化して検討した結

果，消波ブロック斜面上での砕波，非砕波に伴う遡上波

の堤体背後直立壁での反射現象に対して波形勾配が影響

していることがわかった．しかし，本研究ではその現象

が波形勾配によって区別化されるまでに至っていない．

以上のように，被覆層斜面における被災進行および消

波ブロック堤の天端高の低下に伴う各反射率と被災率の

間には明確な対応関係が認められず，被災率という観点

から護岸被覆工の被災進行に伴う消波性能の劣化につい

て直接的に評価することは難しいことがわかる．

4. 反射率の予測モデル

ここでは，ニューラルネットワークを用いて護岸前面

の被覆層における被災進行に伴う反射率の変化予測に関

するモデルを構築するものである．

本研究で採用したニューラルネットワークは，入力層，

中間層，出力層からなる階層型モデルである．入力層ユ

ニットには，被災に関する諸量（被災率，被災幅，被災

開始位置，天端高の低下量），護岸の堤体諸元（法先水

深，被覆層の天端高，斜面勾配，被覆材の代表径，被覆

層の厚さと空隙率，コア部の空隙率），設計波浪条件

（波高，周期）としている．中間層は1層とし，出力ユニ

ットは反射率の1項目とした．なお，入力層ユニットの

被災に関する諸量については，被災現場で計測可能なパ

ラメータを採用した．

ユニットの応答関数には，間瀬ら（1994，1995）およ

び斉藤ら（2008）の研究を参照に，中間層および出力層

に対して値域が0から1となる log型シグモイド関数を採

用した．学習法には，数値最適化手法に基づく高速訓練

アルゴリズムである共役勾配法のBayesian正規化法を付

加したLevenberg-Marquardt法を採用した．また，ニュー

ラルネットワークの調整用の教師データには，図-3に示し
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図-6 天端高の低下と反射率の関係

図-7 中間ユニット数と相関係数

変数

被災位置　  /h

被災率        s

被覆層空隙率

ケース数（条件）

3 (0.33, 0.14, 0.0)

11 (0, 1, 2, 3, 4, 6, 8, 10, 13, 16, 19)

1 (0.387)

(a) 斜面被災の場合

変数

被災率        s

ブロック空隙率

ケース数（条件）

11 (0, 1, 2, 3, 4, 5, 6, 8, 9, 12, 15)

1 (0.5)

(b) 天端高の低下の場合

表-2 計算ケース



た2種類の被災形式に対して，表-2に示す計算ケースより

算定した反射率を用いた．なお，周期は1sから2sまで0.2s

間隔で6種類変化させ，計算ケースは総数264である．

図-7は，中間層のユニット数を5から25まで変化させ

たときの相関係数を示したものである．相関係数につい

てはユニット数の増加に伴って高くなり，ユニット数24

と25で同程度の値に達することから，ここでは中間ユニ

ット数を24に固定した．なお，本研究で用いたニューラ

ルネットワークのソフトウェアは，MATLABのNeural

Network Toolboxである．

図-8は，上記のニューラルネットワークの妥当性を検

証するため，太田ら（2006，2007）による傾斜堤体被覆

層の斜面被災変形に伴う反射率変化に関する不規則波実

験で得られた反射率，並びに本研究で実施した不規則波

による消波ブロック被覆護岸の天端高の低下時の反射率

と，それらに対する予測値を比較したものである．図-9

に示すように太田らの堤体模型は，堤体背後が鉛直不透

過壁で仕切られておらず，透過性を有する構造形式であ

る．ただし，太田らの実験における被覆層の勾配と層厚，

被覆材の粒径，並びにコア材の粒径は，本研究で教師デ

ータとして用いた数値計算の条件と全て同じである．図-

8より，本研究で構築された護岸被覆層における累積損

傷に伴う反射率の評価システムは，実験値をほぼ±5%

以内の誤差で予測できることがわかる．なお，斜面被災

の結果については堤体の構造形式から外挿的予測にな

り，本研究において数値計算の対象とした構造形式の堤

体に関する検証実験および評価システムの予測精度の向

上も含めて，今後さらに検討する予定である．

5. あとがき

本研究では，被覆護岸の被災損傷に伴う補修・更新に

関する意志決定問題を対象に，まず被覆工の累積損傷に

伴う反射率の変化特性を数値波動水路により検討した．

その結果，累積被災断面における反射率がそのときの被

災率のみで評価できないことがわかった．次に，被覆工

の被災進行として被覆層斜面における被災と天端高の低

下を対象に，被覆材の被災個数や被災領域，天端高の低

下量，堤体諸元，設計波浪条件を入力データとするニュ

ーラルネットワークの構築を行った結果，その有効性が

認められた．今後は，被覆層の斜面被災と天端高の低下

の両方の被災パターンも含めて検討を進める必要がある．
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図-8 反射率に関する予測値と実験値の比較

図-9 太田ら（2006）の実験における堤体


